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序節はじめに
本稿では我が閣の貿易および特に輸出をいくつかの視点で考察し，そこで得られる構造的な特徴
を節をおって提示する。そして，その構造的な特徴が取りも直さず，対米貿易の黒字につながるも
のであるということを示していく。これらが本稿の課題である。
ここではこうした構造的な特徴を明確にすることに終始したが，その構造的な特徴をベースに我
が国の貿易黒字は，いかような変化をたどって推移してきたのかをも本来同時に明らかにするはず
であった。しかし，それには歴史的あるいは経済政策的経緯に多分に触れなければならず，制限の
紙幅を大きく超過してしまうこととなった。その点，別稿を期したいと考えている。本稿では歴史
的推移・展開面の考察は一応対象外として，専ら構造的な面を明らかにすることを課題としている。
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第1節輸出依存の構造
まず，我が国の支出構成比を，主要先進諸問と比較することから始める。以下，図 lを参照。一
見して民間と政府の消費支出の割合が低い。反箇，消費とは別に資本形成(つまり生産)の割合が，
主要先進国の中では群を抜いている感がある。つまり，他の主要先進諸国と比較して，我が国は消
費より生産に傾斜している構造がこれから確認できるのである。(ちなみに， ドイツの民間最終消
費支出は我が国より低いが，政府の最終消費支出が補っており，消費部分は我が国より多い。総資
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表 1 国民総支出 (GNE)構成比
民間最終 政府最終 民間 民間 公的 在庫品 経常海外
年 消費支出 消費支出 住宅投資 設備投資 資本形成 増加 余剰 輸出等 輸入等
1980 60.7% 10.0% 6.0% 14.5% 9.1% 0.5% -0.8% 13.3% 14.1 % 
1981 59.7% 10.1 % 5.7% 14.6% 9.1 % 0.5% 0.4% 14.6% 14.2% 
1982 60.2% 10.0% 5.4% 14.3% 8.6% 0.4% 1.0% 14.7% 13.7% 
1983 60.6% 10.0% 5.0% 14.1 % 8.2% 0.0% 2.0% 14.6% 12.5% 
1984 59.7% 9.8% 4.7% 15.1 % 7.6% 0.3% 2.8% 16.1 % 13.3% 
1985 58.7% 9.5% 4.6% 16.1 % 6.7% 0.7% 3.7% 16.2% 12.5% 
1986 59.l % 9.79ら 4.8% 16.4% 6.8% 0.5% 2.7% 15.0% 12.3% 
1987 59.1 % 9.3% 5.6% 16.7% 7.0% 0.3% 2.0% 15.0% 13.0% 
1988 58.5% 9.0% 5.9% 18.196 6.9% 0.8% 0.896 15.6% 14.8% 
1989 58.2% 8.7% 5.7% 20.1 % 6.5% 0.9% -0.1 % 17.2% 17.3% 
1990 57.7% 8.5% 5.7% 21.4% 6.4% 0.7% -0.4% 18.1 % 18.5% 
1991 56.6% 8.3% 5.0% 21.9% 6.5% 0.9% 1.0% 18.2% 17.3% 
1992 56.8% 8.4% 4.6% 20.6% 7.4% 0.4% 1.9% 18.5% 16.6% 
1993 57.5% 8.5% 4.7% 18.7% 8.6% 0.2% 1.8% 18.3% 16.6% 
(資料出所) 経済企画庁経済研究所編『国民経済計算~f:$Rj 199511'皮版，大蔵省印刷局.1995年， 119-121ペー
ジ，より計算，作成。
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図2 民間企業設備/GNP
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本形成の割合は我が固より低くなっている。)
このグラフは構成比で按分したものである。実際組で計れば，我が国の一人当りGDP額は世界最
高(年平均為替相場ペース.1994年)であるから，我が国の総資本形成の生産額は，実に他国を凌
駕するほどのものであろう。それだけの生産を行いながら，消費の水準は構成比で見る限り，主要
先進国中最下位なのである。消費より生産偏重といった国内総支出の構造が再確認できる。
その高い比重を占めている総資本形成の中身を次に見ていく。以下，表 1 (前ページ)を参照。
総資本形成の構成比を見ていくと. 80年代以降，我が聞の同内総資本形成約27~34%の内，まず民
間設備投資が約14~22% と大半を占め，さらに年を追う毎に比重を高めて来ている O これに続いて，
民間住宅投資が約 4~6 %.公的資本形成が約 6~10%で，在庫品増加は 1%に満たない。総資本
形成の内訳はこのような構成になっている。ともあれ，我が国の総資本形成の内，大半以上を占め
ているのは民開設備投資なのである。
次に，この民間設備投資がGDPに占める割合を再度国際比較で見ていく。以下，図2を参照。こ
れを見ても我が閣のGDPに占める民開設備投資の比薫は，他国と比してまさに突出していると言っ
てもよい。我が国においては.r高度成長j期と言われた時期(このグラフでは1961~74年)に，
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非常に旺盛な民間の設備投資が行われた。それが取りもiIlさず「高度(経済)成長」の原動力であ
った。それからすれば，当時期において民開設備投資の比較的高い比率があったとしてもうなずけ
る。しかし，岩田すべきは次の点である。「高度成長」の後，オイル・ショックを経， 70年代後半
からの低成長期， 80年代初頭のtit界的な不況期を経過するが，これらの不況期においても，我が国
の民間設備投資の比重はさほど落ち込みを見せていないのである。さらに，その比率が主要先進国
中ずっと第-fi.:である。これこそが我が閏の「強蓄積」と汗われる資本蓄積構造の長要な特徴であ
ろう。
こうした比較から，いかに我が困が，好不況にかかわらず，支出構成比中，生産や投資にブJを注
いでいる構造になっており，それもその生産や投資の比咋iや規模が主要先進問中最上位に位置する
程の大きさであることが把据できる。こうした生産・投資に傾斜し， jfや消費の水準は低いという
構造には，特に我が同の特徴としてよく指摘されるところの労働分配率の低さや低賃金(=消費の
低水準)，長時間労働(=生産量視)などの特徴からも把握できるものでもあり，また同時にそれ
らの特徴はと述の構造を支える役割をしていると牟えられる。
問題となってくるのは生産と消費の関連である。他同を凌対する程，生産に傾斜していることか
ら，消費は上記のとおり結果的にまたは必然的に他国より抑制・縮小されたものとなっている。こ
うした経済構造であれば，同内において生産された生産物は同内では過剰となり，その販路は必然
的に対外市場すなわち輸出に向かわざる伴ない。これは論理的にも~~fえる。
そこで以ドこうしたことに関する資料を挙げて凡てみる。例えば，アメリカを100とした我が困
の生産泣は，粗鋼114.5(93年)，テレビ134.0(81年)，乗用車179.3(91年)，船舶214.3(93年)で
ある ¥11。アメリカの人[-]の約半分である我が同が，これらの製品をいかに大豆に生産しているか
ということは一目瞭然である。さりながら，これらの製品を，問問の人口の半分の我が国が，また
同同より消費性向が低い我が同が，どのように消貸するのであろうか。無論，国内で消費され得る
封ではない。必然的に対外市場へ[qJされることになる。と日うよりも，その前に初めから対外市場
を見込んで，こうした生産が行われているのである。この点を重視しなければならない。
また， 1990年の産業連関表(基本表)によれば，総需要の内，輸出(対外需要)が占める割合を，
主要品目で計算してみれば，以下のとおりである。民生用電気機械27.7%，精密機械26.3%，自動
車24.1%，他の輸送機械22.8%，電子・通信機器22.4%，事務用サーピス機器19.3%，一般機械
17.5%，豆電機器16.7%12'0 これらは我が固における主要産業であって，つまりその製品の約 2~
3割が対外市場向けということになる。
以l二二つの検討から把握できることは，先に確認した，つまり我が岡は園内の需要量を大幅に上
回る生産を行っているのであって，必然的に輸出に依存しなければならない構造にあるということ
である。これについてさらに詳しい生産比や各国比を加える必要があろうが，対外市場が我が国に
とって(特に我が国の重化学工業にとって)重要な市場，販売先となっているということは確実で
ある。ここで我が国の国内生産と輸出との関連は，国内で消費きれなかった余剰が対外市場，すな
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わち輸出に閉されるという関連ではない。対外市場が裁が同の消費市場のー'環として完全に組み込
まれており，そこへの販売・消費(すなわち輸出)を視野に入れて，同内の消費は低いままであり
ながら，他国を凌駕する程の生産が行われている。こうした問内生産と輸出との関連・構造が捉え
られる。
そうした関連・構造であれば逆に，対外rfi場が存続しているうちはよいが，その市場とそこへの
輸出が維持で、きないとなれば，生産物また生産能力の過剰化が避けられないことを窓味する t30
それを避けるためにも，さらなるコスト・ダウンや製品の低廉化(あるいはまた品質面での改良)
などによって，販路を維持・開拓して輸出を拡大させる必要がIHて米る。あるいはまた，円高への
進展(輸出閤難)という事態においても，販路拡大，輸出f判長の要請に迫られることとなろう。製
品の低廉化やコスト・ダウンを遂行させるには，労働若側の合理化・経世削減・賃金抑制などが要
請されるであろう。それらは国内の消授の停滞を窓味し，そこでやはり問内市場の扶陸性から販路
は海外へと向くことになる。こうした連関が，やはり tj頭から把挺してきた生産・投資に傾斜して
片や消費の水準は低いといった我が[五!の経済構造において循環しながら，またその構造を再生し支
えている大きな要国としても47えられる。
第2節輸出特定品目の対米市場偏重の構造
以上は論理的な面と合わせて，輸出に依存しなければならない構造を論じてきた。以下ではしば
らく輸出品日の中身とその輸出先を検討していくことにする。以ド，凶3(次ページ)を参照。
再ぴ間際比較で見た場合，まず設がl司の輸出商品別の11身は，ほとんどが工業製品で占められて
いる。その率は 9 割、~<.を越えており，さらにその工業製品巾，機械・輸送用機器が 7 割であって，
著しくこれらの製品に特化していることがわかる。ドイツやイタリアも[業製品の占める割合が9
1;Uを越えており設が同にひけを取らないが，その内，機械・輸送m機器の内める割合は設が同より
1尽く， ドイツ約5割，イタリア約4訓である。我が凶の輸出商品は他同と比較して， 工業製品に，
それもその中の機械・輸送用機器に著しく偏重していると見てよいであろう 1。次に，この機
械・輸送用機器をさらに掘りドげて検討してみる。
輸出商品のさらに詳しい分類品日を見るため，資料を別なものを用いるが， (以ド，関4 (27ペ
ージ)を参照， )工業製品(ここでは主化学工業品プラス軽工業品)の占める割合は，やはり先の
統，)1-と同様にかなりの突出ぶりが凡られる。その内，量化学T業品が全体の約9割を占めており，
さらにその1Jで機械機器が7割、1<'を越える。(以1:，比中はほぼ先棺の統計と一致する。)
この機械機器の1fl身を見ると般機械23.5(30.9) %， ~!i気機械24.6 (32.3) %，輸送機械23.4
(30.8) 96，精密機械4.6(6.0) %である。(括弧内の数値は問者・の合:汁の機械機器を100とした場合
の数怖である。)ほぽ前者(一般機械，電気機械，輸送機械)で占められており，この三者の合
計が設が問の輸出の約7割を占める。我が同の輸出品はこの:'-i'i-で占められていると古ってよく，
その比率の突出ぶりは他の品目を大きく引き離している。
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(資料出所) 日本銀行国際局編『日本経済を中心とする国際比較統計J第32号，日本銀行.1995年.23ペー ジ。
そこで， この三者(一般機械，電気機械，輸送機械) のさらに詳しい中身と輸出先を見ていく。
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図4 輸出細分類とその輸出先
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(資料出所) 通商産業省編『通商白i!l=.J各論， 1995年度版，大蔵省印刷局， 1995年，より作成。
[A]まず，一般機械から。一般機械 (30.9%)はここでまたさらにいくつかの品目に分類でき
るが，その中で事務用機械 (9.7%)の割合が抜きん出ている。(事務用機械以下二位三位は，原動
機 (4.7%)，ポンプ及び遠心分離器 (2.1%)であって，以下低比率のものが多く続くのであって，
一位の事務用機械の突出ぶりが顕著である。)さらに，この事務用機械の中において，電子式自動
データ処理機 (5.3%)，Iその部品・付属品J(3.9%)が，ほとんどを占めている。これらはいわゆ
るコンピュータ}関係の製品であろう。これの輸出が，我が国の一般機械の輸出の約3割を占めて，
他を引き離しているということになる。
その輸出先を見ると，電子式自動データ処理機は，米国向けが全体の51.4%を占め，二位はドイ
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ツの10.0%である。「その部品・付属品」は，米同 (53.2%)， ドイツ (7.3%)の順である。つまり，
大半は米同へ輸出されているのであって，その惑は二位以ドを大きく引き離している点を霊視した
い。一般機械全体で見ても，米[li1(33.5 %) ，韓国 (7.4%)となり，やはり米国への比率は幾分落
ちるものの低くはなく位以下の追従を詳してはいない。
つまり，一般機械においては，内訳として事務用機械のコンピューター関連製品が突出しており，
その輸出市場として米国に若-しく偏重している，このような構凶が描き出せるのである。
[B]次に，電気機械について。屯気機械 (32.3%) もさらにいくつかのI拍日に分類できるが，
品目分類上「その他の屯気機器」が屯気機械の内の17.2%を占め，二位以下を大きくヲ|き離してい
る。(二位は映像機器 (3.6%)，-:í立は屯気[~ll路用品 (3.2%) である。ここでも一位の「その他の
屯気機器」の突出ぶりが顕著である。)さらにこの「その他の電気機器」の中において，半導体等
屯子部品 (9.7%) が過、r-.を占めている。次は;~R気計測機の1.5%であって，以ド低率のものが続く。
よって半導体等屯子部品がここでもやはり電気機械の ~tl での太宗ということになる。さらにこの内
訳を見ると，集積回路の6.1%で占められる。
輸出先を見ると，集桁問路は米国 (30.6%)，シンガポール(16.596)。半導体等電子部品では米
国 (25.9%)，シンガポール(13.9%)。屯気機械全体では米同 (26.8%)，シンガポール (9.296)と
なる。やはり米同向けの比本が著しく位以ドを大きく上 [~Jl っている。
電気機械についてまとめると，内訳としては「その他の屯気機器J，その中でも平導体等電子部
品(さらにその内訳としては集積[口]路)の割合が突出しており，その輸出市場としてここでも米国
向けが大京たる地位を占めている。上の [A]の一般機械と全く同様の構聞が出て来るのである。
[C]最後に，輸送機微について。この輸送機械の30.896は細分類では，自動車(部品を除く)
の18.996で占められている。(二位以ドは口動車部品が5.896，パス・トラックと船舶が同率で3.896
である。)やはり，ここでも最上位に位医するOh[1 ，すなわち円動車の比率が抜きん出ていること
カfわかる。
その輸出先もやはり米国 (45.096)，ドイツ (5.9%)の順である。輸送用機械全体で見ても，米
国 (38.196)，パナマ (5.796)の順となる。
輸送用機械についても，上の [A][B]と同様な構凶となる。すわなち，内訳として自動車が二
位以下の追従を許さず大きく引き離し，専らその輸出先は米同市場なのである。
[A] - [C]の区分けをしない段階での分類としての機械機器全体で輸出先を見ても，米国
(32.796)，持港 (5.896)の順であり，やはり米岡市場へ大きく偏重していることに変りはない。
本節での検討を以下の様にまとめることができるであろう。すなわち，我が国の輸出品目の構成
は他国と比較しでも，著しく特定の品[jに偏っている。具体的には，一般・電気・輸送機械を中心
とする機械機器に偏草しているのであって，その中でも各分類上の特定細品目の突出ぶりが著しか
った。それらの細品目は主に，コンピュータ一関連またはマイクロ・エレクトロニクス化の発展を
取り入れた高度先端技術関連の製品であることが何われる。それらの製品の輸出は，ほとんどと言
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っていいほどアメリカ市場向けであった。同国へ向けられる割合，あるいは同国への輸出の依存率
は，二位以下を大きくヲ|き離すものであった。つまり，我が同の輸出は主に高度先端技術関連の製
品に著しく特化し，またその市場が著しくアメリカ市場に傾斜し依存しているのである。こうした
特徴が把握できる。こうした点は逆にアメリカにとっては，対日貿易赤字を形成する大きな要因と
なっていると考えられる。
こうした検討が軽視され，例えば，我が困の貿易依存率をGNP構成比から計算し，そこで10%半
ばという数値を他国と比較して，イギリスやドイツなどと比べてまだ低い，というような認識や，
また，輸出市場の比重の検討も，地域別分類で東南アジア (34.9%)，北アメリカ (31.2%) という
比率で把握されてしまうと，上で捉えたような，我が同の輸出は主に高度先端技術関連の製品に著
しく特化し，またその市場が著しくアメリカ市場に傾斜し依存しているといった構造の特徴は出て
来ない。その把握は分類項日を広く取り，それを全体で割った数値であって，その詳細まで踏み込
んだものではない。それのみに終始した把揮ではなく，その中身，内実を明らかにする視角が必要
と考え，本項の検討を行った，:;'。
第3節加工貿易国型特化，非水平分業，輸出独占の構造
以上で，我が聞の経済構造は輸出に依存し，その市場はアメリカ市場へ偏重・依存しているとい
う特徴が明らかになってきた。そこで以下，これに関連して，我が同の貿易黒字，アメリカの対日
赤字に論点を向けていく。設が同において対米貿易黒字が累積するのは，第 l項で述べた我が閣の
輸出依存の経済構造，第2節で述べたアメリカ市場への輸出偏重構造だけが要同ではない。
まず，輸入と合わせた製品構成比別の間際比較で見ていくと， (以ド，前掲[，;{]3を参照，)我が固
には他国には見られない長要な特徴が確認できる。我が国は工業製品を輸出する本が主要先進問中
故も高いのに，片やその製品を輸入する率は誌も低いのである。つまり輸出(販売)は非常に高く，
輸入(購買)は非常に低い。これでは吋然，差額(黒字)が貯まるはずである。 H本以外の閏にお
いては，工業製品の輸出比取は高いが，その製品の輸入も盛んに行っているのである。その規模は
輸出とほぼ見合う程度である。つまり，我が[剖だけが工業製品を多く輸出してその製品の輸入規模
は少ない，という構造になっている。(我が[li.]の製品の品質が非常に良く，価格も安価であるから，
他国にはよく売れ，他国から購入する必要はないという主張も無論」考えられる。)では我が閏が購
入(輸入)しているのは，他国と比較した場合，工業製品でなく何か。原燃料と食料である。これ
が約半分を占める。輸入全体の半分以上が原燃料と食料であり，輸出のほとんど 000%に近い)
が工業製品という，我が国は実に他国に類例を見ないほどの加工貿易国の形態に特化しているので
ある。原燃料を輸入し，それに付加価値を加えた工業製品を輸出するという構造であれば，得られ
るのは差額の付加価値分であって，それが貿易黒字として残る。他国と比較した場合，こうした構
造に偏重していると考えられる。
次に，輸出入の地域別構成比で見ていくと，ここでも特にEU各国と我が聞の問で著しい相違が
-29-
図5① 地域別輸出額構成比
(1994年)
???
48.4 58.8 52lJ 
46.9 
図5② 地域別輸入額構成比
(1994年)
回~， 1副.u本
口 EU
iill!アジア
図その他
(資料出所) 日本銀行国際局編「日本経済を中心とする国際比較統計J第32号，日本銀行.1995年.2ペー ジ。
見られる。以下，図5(次ページ)を参照。 EU各国は互いにその国同士で輸出をしながら，輸入
もほぼ同じ規模で行っているのである。その製品は先の製品別構成比で伺う限り，工業製品が主で
あろう。それらがEU諸国聞では互いに水平的に取引されているわけである (6)。しかし，我が国の
場合には，前項で見たとおり，工業製品の輸出先はアメリカに偏重していた。一方，そのアメリカ
からの輸入の割合を見ると，全体の2割強であって，アジア (35.8%).Iその他の地域」の方が比
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Z宇が高い。この民分だと，アジアや「その他の地域」からの輸入は主に原燃料や食料となる 7'。
t業製品の輸出市場はアメリカに偏重し，その一方で同国からの輸入はさほど行われてはいないの
である。 EU各国間の様に互いに水平的に輸出入の取引が行われるという形ではないのである。専
らアメリカにで業製品を大量に輸出し，同国からその製品を輸入する規模は少ない，という形態で
ある。
つまり，我が悶は原燃料や食料の輸入が全休の半分であり，それを基盤に加工貿易同型の生産
(加工)を行い，付加価値を加えたもの(工業製品)を輸出する。その輸出先は専らアメリカ市場
である。その一方で問凶からの輸入はさほど行ってはいない。まさにアメリカに対しては垂点分業
的な貿易構造となっているのである。これでは累積する貿易黒字はほとんどがアメリカからのもの
となるような構造である。我が同の貿易黒字の累積，片やアメリカの対日赤字の累積には，こうし
た点が構造的要因として基本にある o ~j、 Lの構造にこそ，品 tjを変えながら数年にわたって繰り返
し発生してくる日米貿易摩擦の，深遠があると号えられる。そしてまた，ことにアメリカが我が閏
に米の輸入自由化やら，内需主導型の成長を求める要凶のぬつがある。
実は，そうして形成きれる貿易黒字の基礎を作る輸出は，我が国の場合，上位数十社がかなりの
部分を占有している。こうした点も我が同の貿易構造の主要な特徴として確認しておく必要がある。
94年度において，輸出企業の 1:位10社で、全輸出額の3割以上が占められ，上位30社で同じく 5割以
1:が占められている。関連して見過ごせないのは，この占有本は年を追う毎に両まってきていると
いう点である。 70年当時は上位10社の占有本は約2割弱であった。 70年rjl頃にはその比率は2割、ts
となり ，80年中頃には3割を越えた o
これに関しては他同との比較を行う必要があろうが，ただ，前項で見たとおり，訟が国の輸出品
日はほぼ工業製品で市められており，その輸出を 1:位数卜社で半分以上が占めているのであるから，
技が凶の輸出は日立数十社でほぼ掌握されていると見てよいのではないか。その企業の陣常にはい
わゆる最大手の大企業が名を列ねており，いわゆる「すそ野が広く」他産業関連分野に影秤力の大
きい企業である。そこで例えば，円高等々により価格低下が求められる場合には，その対・応策とし
ての下請け削減やまたコスト削減等々の ~ßJ!;Ff は かなりの範聞で我が国の経済に波及するものと考
えられる。
第4節アメリカ側の要因
以上，我が国の貿易依存の惜造から，輸出入の商品別・地域別の構造の検討を通して，対米輸出
とその貿易黒字紫稿の構造を述べてきた。我が[瓦lにおいて対米貿易黒字が累積する構造の主要なも
のは，以 1-_の論述にとどまるものではない。我が困の対米貿易黒Tとは，逆 lこ.~~-えばアメリカの対
日貿易赤字であって，ぞれが累積する当の本国すなわちアメリカ側の要|刈なり構造にも踏み込んで
検討してみなければ不十分で、あろう。しかし，その詳細にして卜分な検討は，本稿で扱い切れる課
題ではなく，また経済政策的な経緯にも-1-%，1-及しなければならない。その点は別稿を期したいと
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考えているので，本稿では目下主張されている基本的な論定を取り上げて考察することにする。
アメリカにおいて多額の貿易赤字が発生した要因については，いくつかの文献で数多く指摘され
ている。それは基本的には次の様に把握できると考えている。一つはアメリカ経済の軍事部門への
偏重，二つ目として同じくアメリカ経済の多国籍企業化への進展，これらの影響である。以下，順
次説明を加えていくと次のとおりである。
まずアメリカ経済の軍事部門への偏重について。当初，アメリカは第二次世界大戦後の「反共冷
戦」構造の中で軍備を拡充させ，また実際に朝鮮戦争やベトナム戦争といった戦争に財政資金を投
与してきた。さらに， 80年代からは「強いアメリカ」を目指すレーガン政権のもと，軍事費は一層
多額なものとなってかさんでいった。
ここで問題となるのは，国家の支出が(あるいは民聞においても)これら軍事部門に多額に傾注
され，そのことが一面ではその国の軍事部門以外の例えば民生用部門の発展を抑制するという点で
ある。これに関しては例えば，アメリカにおいて多額の軍事費関連の支出からあまりにも財政的負
担がかかりすぎた事例，さらにその支出が他部門への支出を切り詰め発展を阻害することから生じ
る一国経済全体の発展や成長の停滞，また軍事技術などの機密保持からする民需産業への産業化波
及効呆の制限，等々，軍事経済に偏重することのいくつかの負の側面が指摘されている 1910
それと，貿易赤字との関連で言えば，まず，以上の影響から現れる圏内経済の停滞によって，自
国内産業の発展は他国との競争に不利に働く。それによって他同との競争に敗ければ，その国の製
品の供給は輸入に依存することになる。さらに，主に支出の増加からもたらされた財政赤字は高金
利・ドル高をもたらし，これがアメリカ製品の輸出に不利に働き，輸入増加から貿易赤字の累積に
つながった。こうした点にアメリカ経済の軍事部門への依存と貿易赤字形成の重要な関連がある。
次にアメリカ経済の多国籍企業化の進展について。これについては特に注目され出したはやはり
80年代の頃と考えられる。レーガン政権でのいくつかの政策がかなり影特したからであろう。まず，
上で述べた様に主として軍事支出の増加から財政赤字がもたらされ，それがー要因となって生じた
高金利・ドル高は，アメリカ製品の輸出には不利に働き，結局，企業にとっては他国での現地生産
の方が有利となり，それが進展していった。ここで，製品の供給は現地で生産されたものが逆輸入
されるわけである。また，レーガン政権下で行われた減税も，アメリカの過剰消費の体質から，税
収の効果は薄かったのであるが，その場合，その消費が自国内産業の製品で賄われていたのなら輸
入に依存する面は少なかったであろう。しかし，アメリカにおいては海外現地生産が進み，あるい
は自国内産業の発展は上で述べた様な軍拡からもたらされる負の影響によって他岡との競争に遅
れ，結局，この面からも輸入の増加がもたらされた。以上の要因からする輸入の増加も，アメリカ
の貿易赤字形成の大きな要因であると考えられる。
以上ここでは二つに分けて述べたが，実際双方とも非常に密接に連関しあっている。これらの論
定については，論者各々によって連携の脈絡や把握に多少の差はあるが，歴史的事実・推移と見比
べた場合にも基本的にほぼ一致する認識だと考えている。
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表2 家電晶の世界生産・輸出における我が園の地位
83年 87年
生 産 輸 出 生 産 輸 出
日本のシェア 順位 日本のシェア 順位 日本のシェア !I買位 日本のシェア 順位
家電品合計* 40.2 l 50.2 44.6 36.8 
家庭用電気機器* 31.3 22.7 36.6 15.2 2 
エアコン 42.8 67.2 45.3 43.1 
電気洗濯機 16.0 2.2 2 11.2 4 11.9 3 
衣類乾燥機 9.9 2 10.1 4 7.2 5 4.3 4 
電気冷蔵庫 12.8 3 13.5 2 1.2 3 11.7 4 
フリーザ 1.5 14 1.5 7 1.1 13 1.0 12 
電気掃除機 2.5 13.1 4 20.1 9.2 3 
扇風機 7.6 5 13.9 3 4.5 5 1.7 6 
ジ、ユー サ等 6.4 5 14.6 2 6.7 5 3.3 7 
電子レンジ 42.8 2 90.3 47.3 35.2 2 
電気クッカ 36.4 35.8 35.1 2 27.7 
トー スタ 39.8 12.8 4 30.0 1.5 9 
電気かみそり 56.8 l 21.9 2 44.8 15.7 3 
へアドライヤ 9.7 2 1.4 7 12.4 2 0.5 7 
電気ヒータ 21.5 2 2.5 4 6.8 4 0.4 1 
アイロン 10.5 2 12.5 3 8.7 3 6.4 6 
民生用電子機器* 45.8 61.1 l 50.0 44.6 
カラーテレビ 22.9 34.6 l 18.4 10.8 3 
白黒テレピ 4.2 5 12.5 3 1.7 5 6.0 4 
vrR 94.6 1 92.9 70.9 1 67.7 
テレビカメラ 99.3 91.6 99.9 92.3 
CDプレーヤ 一 96.4 82.8 
VDプレーヤー 100.0 
ラジオ受信機 2.6 7 8.2 3 5.2 6 3.7 3 
ラγォfすきテ日7"vコ-r 42.6 13.3 3 12.2 4 
その他テー 7'レコ-'f' 13.4 2 67.6 l 21.9 2 58.3 
ステレオセット 24.3 2 52.9 8.7 3 4.3 3 
レコードプレーヤ 69.1 166.5 1 I 51.2 1 I 54.2 
カーオーデイオ 39.3 57.8 l 36.8 20.5 2 
コンピュサ・事務用機器* 24.2 2 28.5 46.6 27.6 
コンピュータ 4.0 3 26.1 35.2 9.3 2 
コンビュー タ周辺機器* 25.6 2 22.9 2 51.9 29.6 
電子タイプライタ 56.1 91.4 42.5 
竜卓 67.7 47.6 44.2 2 22.8 3 
金銭登録機 98.0 92.5 89.6 87.9 
複写機 98.9 71.5 71.9 64.9 l 
電話機 10.2 3 5.1 3 14.9 3 0.7 5 
」瞳気ァープ女 93.1 50.0 7.9 36.7 
(備考) シェアは台数ベー ス。吋立金額ベー ス。
(資料出所) 通商産業省編『通商白1!l=j1990年版，大蔵省印刷局， 1990年， 227ペー ジ。
衰3 アメリカの貿易・綾常収支と対日赤字の比重
(単位:100万ドル， %) 
(資料出所 Survey01 Cu"ent Business， J une 1995， pp剥・85.ただし，対日比は各年6月号の数値で計算，作成。
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アメリカでは以上の様に事態が進展していく中で，競争上アメリカをしのいで有利な立場を固め，
他国を引き離しながら世界の中で一躍トップに進み出て，さらにその立場を独占したのが，日本の
コンピューター関連の高度先端技術の産業であった。表2(次ページ)を見ると，我が国のその分
野の関連製品は，順位の低いものももちろんあるが，世界の生産と輸出に占める割合はほとんどが
l位となっている。我が国のこれらの製品は，ほほ世界市場を席巻したと見てよいと考えられる。
こうしてアメリカは日本との当該分野の競争上遅れをとり，アメリカは製品の輸入に傾き，片や日
本は第2節で見てきた様にその分野での輸出を積極的にアメリカ市場に傾注していったのである。
アメリカは上記のとおり貿易赤字を拡大させる中で，その赤字に我が国一国で占める割合は最低で
も3割を下回ることはないほどの我が国の占有形態が定着したのである(表3(前ペー ジ)を参照)。
以上，本節でのこうした対米黒字と対日赤字累積の相互関係を捉えることができる。
以上本稿では，我が国の輸出に依存した(または依存しなければならない)経済構造(第l節)
から，特定輸出品目がアメリカ市場に著しく偏っている構造(第2節)と，加工貿易国型に特化し
ており非水平分業的な構造になっている点(第3節)，これらの特徴を提示した。我が聞の輸出あ
るいは貿易のこうした構造こそが，アメリカ側の要因と結合しながら，対米貿易黒字を累積させる
重要にして根本的な構造と考えられる。第4節では，アメリカ側において貿易黒字を累積させるこ
ととなる重要な要因を取り上げた。
輸出あるいは貿易に関する我が国のこうした特徴は，構造的に定着していると考えられる。とす
れば，我が国の貿易黒字の削減・縮小には，根本的に経済構造から改編させる必要が多分にあると
いうことになる。特に，第3節で述べた様に，品を変えて生じて来る日米の貿易摩擦の根本的要因
には，我が国の(およびアメリカとの)経済と貿易構造そのものに原点があることを詳論した。こ
うした構造的要因に手を付けず，単なる為替相場の処理のみでは，表面的な対処となり，処理しき
れないのではなかろうか。例えば，円高攻勢でもって我が国の貿易黒字を縮小させるという対処は，
第l節でも触れたが，円高→輸出困難→輸出の販路確保・拡大の必要→製品の低廉化→コスト・ダ
ウン→輸出増→貿易黒字進展，という展開を示すことも考えられる。真に我が国の貿易黒字・対米
不均衡を解消させるには，我が国の経済構造から抜本的に手を付けていかなければならないという
ことになる。この点も本稿から得られる結論として付け加えておく。
確かに， 80年代後半， G5プラザ合意以来，内需主導の経済成長が進展する中で，上記の課題に
応えていく向きも見られた。ただ， 90年代前半，今回の不況が進行しながら再び貿易黒字は増加し
た。 G5プラザ合意以来，突き付けられた円高と内需主導の経済成長の課題を我が国は真に解決し
たのであろうか。構造的改編を果たすことができたのであろうか。こうした内実と経緯については
別稿で大きく検討してみることにする。
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(1)日本銀行国際局編『日本経済を中心どする国際比較統計』第32号，日本銀行， 1995年， 55-58ページより算出。
さらに，こうした数値については，拙稿「日本経済における1970年代後半の低成長の構造について[序説]Jr経
済学研究論集』第4号，明治大学大学院， 1996年， 120・122ページを参照されたい。
( 2) r週刊東洋経済臨時増刊 DATABANK経済統計年鑑1994年版J1994年7月6日号， 92ページより算出。
( 3 )手れらの指摘は，井村喜代子著『現代日本経済論』有斐閣， 1993年， 267-271ページを参照。
( 4 )こうした輸出品目の構造は，すで、に80年代初頭において存在していたのであり(前掲「日本経済における1970
年代後半の低成長の構造についてJ121-122ページを参照)，結局今円まで我が国はその檎造比率をさらに高め
てきたということになる。
( 5 )この点は，前掲『現代日本経済論.1380ページより，示唆を得た。
( 6 )これらの指摘は，林車道著『現代の日本経済』第5版，青木喜庖， 1996年， 265-270ページ;障峻衆三 .r青山
卓郎編著『現代日本経済の構造左特長』ミネルヴ7，;tI房， 1989年， 33-34ページを参照。
(7)ただ近年，アジア品困からの製品の輸入が増加しつつあることは注広したい。
( 8 )この統計については，前掲『現代日本経済論.1267ページ;佐々木憲昭若『どう見る世界と日本の経済J改訂版，
新日本出版社， 1988年， 221ページ赤旗.11995年12月30日刊をそれぞれ参照。
( 9 )とれらの指摘については，特に，加藤泰男著『現代日本経済の軌跡』八朔社， 1994年， 84-90ページ:藤岡惇
「アメリカ資本主義と半拡J(経済理諭学会編『社会主義の理念と現尖.1r経済理論学会年報」第25集，経済理論
学会， 1988年，所収)を参考にした。
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The special features of J apanese export and the 
structual factor of disequi1brium with America. 
FUKASAWA ， Tatsuhito 
In this monograph 1 wi1 refer to special features of J apanese export. The features make 
fundamentally disequilibrium with America in trade. 
1 wil indicate the following matters as that features. 
L百ledependence on export in Japanese economy. 
2. Some particular artic1es in export go toward exc1usively America. 
3. J apanese trade is extreme improvement trade， and non-horizontal specialization. 
Due to these factors， Japanese trade surplus results from trade dificit in America. 
Apart企omthese factors in J apanese economy， there are some causes of trade deficit in America 
itself. 1 also add the causes in America to this monograph. 
